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第１ はじめに

栃木県では、食品、添加物、器具及び容器包装（以下「食品等」という。）の安全性を確保し、県

民の健康保護を図るため、食品衛生法（昭和22年法律第233号。以下「法」という。）第24条及びとち

ぎ食の安全・安心・信頼性の確保に関する基本計画に基づき、年度ごとに栃木県食品衛生監視指導計

画（以下「監視指導計画」という。）を策定し、食品関係営業施設等の監視指導や食品等の収去検査

等を行っています。

平成22年度における監視指導計画の実施状況を取りまとめましたので公表します。

第２ 監視指導の実施体制及び関係機関との連携に関する事項

１ 試験検査精度管理に関する事項

食品衛生検査施設（８施設）を対象に「栃木県における食品衛生検査施設に係る検査等の基本業

務管理要領」に基づき、試験検査の業務管理を実施しました。

（１）食品衛生外部精度管理調査は、調査機関として厚生労働省の確認を受けている財団法人食品

薬品安全センターにより８施設において延べ33項目実施しました。

（２）検査技術水準の確保及び検査の精度を適正に保つために、内部精度管理調査を８施設におい

て延べ332回実施しました。

（３）各種標準作業書に定められている内容について、各検査施設の施設設備・検査機器等が十分

に管理され、検査が適切に実施されているか、検査業務に関する各種記録が適切に保存されて

いるか等についての内部点検を８施設において延べ９回実施しました。

（４）試験検査精度管理に関する研修については、厚生労働省が実施した研修会に参加し、担当職

員の資質の向上を図りました。

２ 関係機関との連携確保に関する事項

（１）厚生労働省及び他自治体等との連携

ア 食中毒の発生及び違反食品等の発見時には、関係自治体と連携して、原因の究明、被害の

拡大防止及び違反食品の速やかな排除に努めました。

表１ 食中毒・違反食品等の調査依頼状況

食中毒・有症苦情等 違反食品等

県外に対する調査依頼数 12 18

県外からの調査依頼数 34 39

イ 総合衛生管理製造過程承認施設について、県内で承認を得ている10施設に対して、厚生労

働省関東信越厚生局と合同で立入調査を実施し、衛生管理の遵守状況を確認しました。また、

合同立入調査後の施設管理状況の確認等を含め、延べ44回の立入調査を実施し、ＨＡＣＣＰ

システムによる衛生管理の向上を推進しました。

（２）庁内関係部局等との連携

ア 学校及び社会福祉施設等の集団給食施設については、感染症予防担当課と合同で監視指導

を実施し、大規模調理施設における食中毒予防に努めました。

イ 県内で毒キノコによる食中毒が発生したことを受けて、農業振興事務所と合同で農産物直

売所等に立入調査を実施し、毒キノコを販売しないよう指導を実施しました。

（３）その他の関係機関との連携

食品表示の適正化を推進するため、ＪＡＳ法を所管する農林水産省関東農政局栃木農政事務

所等と合同で食品表示の監視指導を実施しました。
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第３ 監視指導の実施に関する事項

１ 営業施設への立入検査に関する事項

（１）一般監視指導

各業種ごとの危害度、過去の行政処分、指導の状況等を勘案し、対象施設数36,450件に対し、

延べ15,833件（予定件数：13,316件）の立入検査を実施しました。

立入検査の際には、施設設備の構造及び衛生管理の状況、食品の取扱状況等について監視し、

必要な指導を実施しました。

違反等の件数は279件で、内訳は、製造者名、賞味期限、食品添加物等の表示欠落等の表示

違反が200件で最も多く、他には使用水の不適切な管理や異物混入等がありました。これらに

対する措置としては、指導票の交付、報告書・誓約書の徴収等を行い、改善を指導しました。

表２ 健康福祉センター監視結果

区 分 対 象 施 設 施設概数
監視計画数 結果 達成率

（件数） （件数) （％）

Ａ
今年度に法違反による行政処分を受けた施設 10 30 30 100.0

年３回以上

飲食店営業（レストラン＜大規模食堂＞、旅館＜大規模＞）

Ｂ 乳処理業、特別牛乳さく取処理業 135 270 312 115.6

年２回以上 製造業（乳製品、食肉製品、魚肉ねり製品、乳酸菌飲料）

飲食店営業（仕出し・弁当<一般> 、旅館<一般>）

Ｃ 製造業（ｱｲｽｸﾘｰﾑ類 <一般>、添加物、清涼飲料水、マーガ 635 635 672 105.8

年１回以上 リン又はショートニング、総菜<一般>、食用油脂）

食肉処理業（牛、豚）、集乳業、魚介類せり売り営業

飲食店営業 ﾚｽﾄﾗﾝ <食堂、給食施設等>、仕出し・弁当

Ｄ <小規模、調理パン>、旅館<小規模>

その他<そうざい等>、露店

２年に 製造業 菓子、ｱｲｽｸﾘｰﾑ類 <ｿﾌﾄｸﾘｰﾑ>、醤油、ソース類、

１回以上 酒類、漬物、めん類 <生めん・ゆでめん）>、 17,490 8,745 8,735 99.9

あん類、豆腐、納豆、そうざい<小規模>

缶詰又はびん詰、、

販売業（食肉、魚介類）、食肉処理業（食鳥）

食品の放射線照射業、食品の冷凍又は冷蔵業

給食施設 <届出を除く>

飲食店営業 （ﾚｽﾄﾗﾝ <軽飲食、喫茶飲食> ）

Ｅ 喫茶店営業、喫茶店営業（削氷）

製造業 こんにゃく又はところてん、味噌、氷雪 18,180 3,636 6,084 167.3

３～５年に こうじ及びその加工品、めん類製造業（乾めん）

１回以上 販売業（乳類、食肉 <包装>、魚介類 <包装>、豆腐、氷雪）

自動車営業（飲食店、喫茶店、菓子製造、乳類）

自動販売機（飲食店、喫茶店、乳類）、氷雪採取業

給食施設<届出>、食品等製造加工業<届出>

合 計 36,450 13,316 15,833 118.9

表３ 違反等の発見状況

表示 使用水 異物混入 その他 合 計

200 68 2 9 279
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（２）重点監視指導事項

ア カンピロバクターや腸管出血性大腸菌による食中毒の防止対策の徹底

近年、全国的に食肉の生食や加熱不十分を原因とするカンピロバクターや腸管出血性大腸

菌による食中毒が多発していることから、食品等事業者に対し加熱用の食肉を生食用として

提供しないこと等の指導を徹底するとともに、消費者に対し食肉や内臓肉は中心部まで十分

に加熱して食べるなど、正しい知識の啓発及び注意喚起に努めました。

イ 食品等事業者における記録の作成及び保存の徹底

食品に係る事故の発生時には、事故原因の究明や拡大の防止、違反食品の回収等を的確か

つ迅速に講じることが重要であることから、食品等事業者に対し、原材料や販売する製品の

仕入れ等に係る記録の作成及び保存について、周知徹底に努めました。

ウ 食肉の適切な取扱等に係る特別取締り

平成22年４月、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年６月29日法律

第70号）に基づく許可を得ずに食鳥処理を行い、当該食鳥肉を原料とした食肉製品等を製造

販売していた事件が発覚しました。

この事件を受け、平成22年６月から８月を食肉の適切な取扱い等に係る特別取締月間とし

て、原材料肉の適切な管理及び記録の作成等の食肉の適切な取扱いについて、重点的な監視

指導を行いました。

（３）と畜場等の衛生指導

県南・県北食肉衛生検査所は、５カ所のと畜場に対して延べ15回、８カ所の認定小規模食鳥

処理場に対して延べ26回の立入調査を実施し、と畜場法等に基づく適切な衛生管理についての

監視指導を実施しました。

また、平成22年３月、と畜場から廃棄される疾病牛の内臓が不正に持ち出され、販売される

事件が発覚したことを受け、廃棄処分する枝肉、内臓等の適正な管理や処分に関する規定を整

備しました。また、と畜場管理者に対し不正防止対策のマニュアル作成を指導するとともに、

と畜業者へは衛生講習会を開催し再発防止の徹底に努めました。

と畜検査については、牛、馬、豚、めん羊を対象として、合計40,240頭実施しました。

また、全ての牛及び12ヶ月齢以上のめん羊について伝達性海綿状脳症のスクリーニング検査

を実施し、いずれも陰性であることを確認しました。

表４ 食肉衛生検査所監視結果

対象施設 施設数 結果（件数）

と畜場 5 15

認定小規模食鳥処理場 8 26

合 計 13 41

表５ 食肉衛生検査所による検査頭数

畜 種 県 南 県 北 合 計

牛 2,638 ※１ 5,141 ※１ 7,779

馬 0 3 3

豚 31,827 535 32,362

めん羊 0 96
※２

96

合 計 34,465 5,775 40,240

※１ 全ての牛で伝達性海綿状脳症の検査を実施

※２ 12ヶ月齢以上の96頭を対象に伝達性海綿状脳症の検査を実施
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２ 食品等の一斉取締りに関する事項

（１）夏期一斉

夏期に多発する傾向にある細菌性食中毒をはじめ、食品による事故の防止を図るととも

に、積極的に食品衛生の確保を図るため、夏期一斉監視指導として食品関係営業施設に対

して延べ3,947件の監視指導を実施しました。

また、食品の収去検査を682件実施しました。

ア 実施期間

平成22年７月１日 ～ ８月31日

イ 重点項目

(ｱ) 大量調理施設等に対する監視指導

大量調理施設等は、ひとたび食中毒が発生すると大規模化するおそれがあることから、

施設における食品の温度管理や衛生的な取扱いについて、調理従事者に対する指導を行い

ました。

(ｲ) カンピロバクターや腸管出血性大腸菌等による食中毒防止対策

夏期に多発する傾向にあるカンピロバクター及び腸管出血性大腸菌による食中毒の発生

原因について、食品等事業者及び消費者の認知状況の不足等を考慮して、非加熱又は加熱

不十分な食肉の提供について、食品等事業者に対する指導を行うとともに、消費者に対す

る注意喚起を行いました。

(ｳ) アレルギー物質や食品添加物等の適正表示

アレルギー物質、食品添加物及び期限表示などを中心に、法に基づく適正な表示の徹底

について食品等事業者に対する指導を行いました。

（２）年末一斉

冬期はノロウイルスによる食中毒が多発する傾向にあるとともに、年末から年始にかけては、

多種類の食品が短期間に大量に流通することから、年末一斉監視指導として、食品等事業者に

対して延べ1,875件の監視指導を実施しました。

また、食品の収去検査を177件実施しました。

ア 実施期間

平成22年12月１日 ～ 12月28日

イ 重点項目

(ｱ) 大型量販店（スーパー、デパート等）、市場の衛生対策の徹底

多種類の食品が大量に流通する大型量販店や市場の衛生確保について監視指導を実施

しました。

(ｲ) ノロウイルスによる食中毒防止対策の徹底

大量調理施設を中心に、ノロウイルスによる食中毒の防止対策について、注意喚起及

び指導を行いました。

(ｳ) フグによる食中毒防止対策の徹底

飲食店営業及び魚介類販売業施設等に対して、フグの適切な取扱いについて注意喚起

及び指導を行いました。

（３）食品表示適正化強化月間

食品表示の適正化を推進するため、８月及び12月を「食品表示適正化強化月間」と定め、関

係機関（国：栃木農政事務所、県：くらし安全安心課、各健康福祉センター及び各農業振興事

務所、市：宇都宮市保健所）が合同で、食品販売店68店舗に対し食品表示の監視指導を実施し

ました。調査の結果、偽装表示等の重大な違反はありませんでしたが、61店舗において一部の

商品に期限表示や食品添加物表示の欠落などの不適切な表示があり、改善を指導しました。
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表６ 一斉監視実施結果

業 種
監視結果（件数）

夏 期 年 末

飲食店営業 1,050 449

菓子製造業 166 96

乳処理業 12 3

乳製品製造業 16 7

集乳業 4 0

魚介類販売業 215 110

魚介類せり売り営業 1 11

魚肉ねり製品製造業 1 0

食品の冷凍または冷蔵業 11 4

かん詰またはびん詰食品製造業 14 7

喫茶店営業 103 56

あん類製造業 5 1

ｱｲｽｸﾘｰﾑ類製造業 75 11

乳類販売業 283 105

食肉処理業 20 4

食肉販売業 211 81

食肉製品製造業 15 25

乳酸菌飲料製造業 3 2

食用油脂製造業 4 0

みそ製造業 9 10

醤油製造業 2 2

ソース類製造業 11 2

酒類製造業 3 4

豆腐製造業 17 16

納豆製造業 4 3

めん類製造業 28 15

そうざい製造業 68 22

添加物（規格あり）製造業 7 6

清涼飲料水製造業 13 5

氷雪販売業 4 0

小 計 2,375 1,057

給食施設 76 21

食品製造業 133 50

野菜果物販売業 187 98

そうざい販売業 202 127

菓子販売業 217 118

食品販売業 485 259

添加物の販売業 147 75

氷雪採取業 0 2

器具・容器包装、おもちゃの 125 68

製造業又は販売業

小 計 1,572 818

合 計 3,947 1,875

許

可

を

要

す

る

業

種

許

可

を

要

し

な

い

業

種
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表７ 一斉監視における収去検査実施結果

試験した検体数

品 目 夏 期 年 末

国産 輸入 合計 国産 輸入 合計

魚介類 16 2 18 10 0 10

魚介類加工品 20 0 20 20 0 20

食肉 4 0 4 0 6 6

食肉製品及び食肉加工品 39 3 42 0 0 0

卵及びその加工品 0 0 0 10 0 10

乳 140 0 140 0 0 0

乳製品及び乳類加工品 10 0 10 20 0 20

ｱｲｽｸﾘｰﾑ類・氷菓 82 0 82 0 0 0

穀物 0 2 2 0 6 6

めん類 27 0 27 0 0 0

菓子類 40 0 40 52 0 52

（上記以外の）穀類加工品 0 0 0 3 0 3

野菜果物乾燥品及び加工品 29 6 35 5 4 9

漬物 20 0 20 0 0 0

（上記以外の）野菜・果物の加工品 10 7 17 0 0 0

そうざい及びその半製品 122 0 122 19 0 19

弁当 76 0 76 0 0 0

冷凍食品 0 0 0 0 6 6

清涼飲料水 25 0 25 0 0 0

その他の食品 2 0 2 14 2 16

合 計 662 20 682 153 24 177

３ 食品等の検査に関する事項

違反食品を排除することによって食品の安全性を確保するため、県内で製造された、あるいは県

内に流通する食品（輸入食品を含む）を対象に、3,904検体（計画数3,749検体）を収去し、延べ

19,830項目について検査を実施しました。

（１）規格基準等検査

県内で製造・販売される食品について、3,205検体（計画数3,229検体）で延べ19,131項目の

細菌や食品添加物等の規格基準及び衛生規範に基づく検査を実施しました。

規格基準の違反件数は23件で、主な違反内容はアイスクリーム類からの大腸菌群の検出やか

んぴょうの食品添加物使用基準超過等でした。

違反施設に対しては、指示書の交付、報告書・誓約書等の徴収を行い改善を指導しました。

また、衛生規範不適合の件数は69件で、主な内容は、生菓子類からの大腸菌群の検出や弁

当・そうざい類の一般細菌数超過等でした。

衛生規範不適合の食品については、製造施設等に対して速やかに立入検査を行い、衛生指導

を実施しました。
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表８ 規格・基準等検査

食 品 分 類 品 目 計画（件数) 結果（件数) 達成率（％）

魚介類 生食用魚介類、生カキ等 22 13 59.1

冷凍食品 冷凍食品 115 112 97.4

魚介類加工食品 魚介乾製品、魚肉練り製品等 120 112 93.3

肉卵類及びその加工品 生食用食肉、食肉製品、液卵・卵加工品等 143 109 107.0

乳製品等 発酵乳、乳酸菌飲料等 186 158 84.9

アイスクリーム類 アイスクリーム類、氷菓等 250 259 103.6

穀類及びその加工品 めん類、こんにゃく粉、ゆば、生あん等 266 254 95.5

野菜類・果物及び 漬物、醤油、みそ、ソース等、 313 306 97.8

その加工品 カット野菜・果実類

菓子類 洋生菓子、和生菓子等 330 379 114.8

清涼飲料水 清涼飲料水（ミネラルウォーターを含む） 125 114 91.2

酒精飲料 ワイン等 25 28 112.0

その他の食品 弁当、総菜、煮豆・佃煮、缶詰瓶詰め食品、検食等 732 734 100.3

生乳 生乳 531 530 99.8

牛乳類 牛乳、加工乳、乳飲料 71 97 136.6

合 計 3,229 3,205 99.3

表９ 規格基準違反（23件）

食品の分類（件数） 違 反 の 内 容(件数)※

牛乳（１） 大腸菌群陽性

食肉製品（１） 大腸菌陽性

アイスクリーム類(18) 大腸菌群陽性(16)、一般細菌数超過(3)

かんぴょう（３） 保存料使用基準超過

表10 衛生規範不適合（69件）

食品の分類（件数） 違 反 の 内 容 （件数）※

洋生菓子（23） 大腸菌群陽性(20)、一般細菌数超過(7)

黄色ブドウ球菌検出(1)

和生菓子（４） 一般細菌数超過(3)、大腸菌群陽性(1)

黄色ブドウ球菌検出(2)

弁当・そうざい等（27） 一般細菌数超過(15)、大腸菌陽性(14)

つけもの (5) 大腸菌陽性(5)

めん類（10） 大腸菌群陽性(5)、一般細菌数超過(6)

※ 複数の不適合がある場合があるので合計数は一致しない。

（２）有害物質（汚染物質）モニタリング検査

畜水産食品及び農産物について、延べ596検体（計画数410検体）の抗生物質や残留農薬等の

検査を実施しましたが、残留基準違反の事例はありませんでした。
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表11 有害物質（汚染物質）モニタリング検査

区 分 検 査 項 目
対 象 食 品 計画 結果 達成率

国 産 輸 入 （件数) （件数) （％）

発ガン性物質 アフラトキシン ナッツ 10 10 100.0

重金属 総水銀 海水魚 10 10 100.0

牛・豚・鶏肉 鶏肉 60 113 188.3

抗生物質（簡易法） 鶏卵 20 20 100.0

抗生物質 鮎、ニジマス 13 13 100.0

はちみつ 10 10 100.0

テトラサイクリン系 鮎 鶏肉 18 19 105.6

サルファ剤、ピリメタミン 鶏卵 20 20 100.0

合成抗菌剤
オキソリン酸 鮎、ニジマス 13 13 100.0

チアンフェニコール等 牛・豚・鶏肉 豚・鶏肉 70 123 175.7

総BHC等80項目 野菜、果実 野菜 48 48 100.0

残留農薬
総DDT、ﾃﾞｨﾙﾄﾞﾘﾝ、ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ 牛・豚・鶏肉 鶏肉 10 11 110.0

有機リン系農薬 加工食品 20 20 100.0

アザメチホス等33項目 ﾌﾞﾗﾝﾁﾝｸﾞ野菜 33 33 100.0

内部寄生虫薬等
フルベンダゾール、 牛・豚・鶏肉 鶏肉 35 113 322.9

イベルメクチン他 鶏卵 20 20 100.0

合 計 410 596 145.4

（３）その他の検査

ア 遺伝子組換え食品（大豆、トウモロコシ、パパイヤ）について20検体の検査を実施しまし

たが、混入事例はありませんでした。

イ アレルギー表示のない加工食品（そば、小麦）について20検体の検査を実施しましたが、

混入事例はありませんでした。

ウ 本県の特産品であるかんぴょう63検体を対象に保存料について簡易検査を実施するととも

に、加工者に対して自主的な簡易検査の指導を行いました。

表12 その他の検査

食 品 分 類 品 目 計画（件数) 結果（件数) 達成率（％）

遺伝子組換え食品 大豆、トウモロコシ、パパイヤ、その加工品 20 20 110.0

アレルギー物質検査 そば、小麦 20 20 100.0

かんぴょう（簡易検査） かんぴょう 70 63 90.0

合 計 110 103 93.6

第４ 食中毒等の健康危害発生時の対応に関する事項

食中毒発生状況は、発生件数が14件で前年度と同数ですが、患者数は225名で前年度より654名減少

しました。

病因物質別の発生件数は、ノロウイルスが６件、カンピロバクターが３件、自然毒（毒キノコ）が

２件、腸管出血性大腸菌が１件及び病因物質が不明のものが２件でした。原因施設別の発生件数は、

飲食店営業施設が11件、家庭が２件及び原因施設が不明のものが１件でした。原因施設が不明なもの

は祭りで提供された食品による食中毒でしたが、原因食品を販売した店舗は特定できませんでした。

原因となった飲食店営業施設の営業者に対しては、法第55条に基づき食品衛生に係る衛生的環境が

確保されるまでの間、営業の禁止を命じました。

また、行政処分を受けた営業者や処分内容等に係る情報を速やかに公表し、被害の拡大防止及び注

意喚起に努めました。
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表13 病因物質別食中毒発生件数及び発症者数

病因物質 件数 発症者数

ノロウイルス 6 126

カンピロバクター 3 24

自然毒（毒キノコ） 2 5

腸管出血性大腸菌 1 33

不明 2 37

合 計 14 225

表14 原因施設別食中毒発生件数及び発症者数

原因施設 件数 発症者数

レストラン 9 132
飲食店

旅館 2 55

家庭 2 5

不明 １ 33

合 計 14 225

第５ 食品等事業者の自主的衛生管理の実施に関する事項

１ 食品等事業者による自主的衛生管理の推進

食品衛生推進事業として、食品等事業者のための自主衛生管理マニュアル「自主衛生管理カレン

ダー」を20,000部作成・配布し、衛生管理の方法や食中毒予防等の知識について普及啓発に努めま

した。

また、社団法人栃木県食品衛生協会（以下「食品衛生協会」という。）に対し飲食店等食品営業

施設の巡回指導を委託し、延べ5,527人の食品衛生指導員により延べ16,749件の巡回指導を実施し、

自主的な衛生管理の推進に努めました。

２ 「栃木県食品自主衛生管理認証制度（とちぎハサップ）」の普及

食品等事業者に対し「栃木県食品自主衛生管理認証制度（とちぎハサップ）」の普及を図った結

果、認証施設は42施設となりました。県ホームページ「とちぎ食の安全・安心インフォメーション

（http://www.pref.tochigi.lg.jp/e07/life/shokuseikatsu/anzen/info.html）」においても「栃

木県食品自主衛生管理認証制度（とちぎハサップ）」のほか、食品関連事業者等の自主的衛生管理

の実施に役立つ各種情報（ＨＡＣＣＰの衛生管理手法、食品表示及び食中毒情報等）を掲載しまし

た。

３ 自主回収に関する対応

食品等事業者からの自主回収の報告は14件で、報告された内容を速やかに県ホームページに掲示

するとともに、関係自治体へ情報提供を行い、当該品が迅速かつ的確に市場から排除されるよう支

援するとともに、再発防止のための原因究明を指導しました。

第６ 食品衛生に係る人材の養成及び資質の向上に関する事項

１ 食品衛生監視員、と畜検査員、食鳥検査員等に関する事項

食品衛生監視員等の資質向上のため、研修会及び業績発表会を開催したほか、厚生労働省等が主

催する研修会に積極的に参加するなど、最新の知識・技術の修得及び情報の共有に努めました。

また、専門的な技術等の修得のため、食品衛生監視員２名をそれぞれ１カ月間、と畜検査員２名

を１カ月及び３カ月間、それぞれ国の研究機関等に派遣しました。

http://www.pref.tochigi.lg.jp/life/shokuseikatsu/anzen/info.html
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２ 自主的衛生管理を担う者に関する事項

（１）食品営業施設の従事者や集団給食施設の調理従事者延べ6,765人に対し、食中毒予防を中心

とした衛生講習会を実施しました。

また、栃木県調理師連合会に大量調理施設に従事する調理師を対象とした衛生講習会の実施

を委託し、６回の講習会において延べ469人に大規模食中毒発生防止を中心とした衛生講習会を

実施しました。

（２）食品衛生責任者については、食品衛生協会が主催する養成講習会の受講を勧励するととも

に、再教育講習会を同協会に委託し、69回実施の講習会において、延べ6,172人の食品衛生責

任者に対して食品衛生に関する最新の知識の修得を促進しました。

（３）食品衛生推進員については、食品衛生推進会議及び食品衛生推進員研修会を開催し、

行政への提言や推進員への情報提供により連携を促進したほか、推進員が職務に必要な

知識等の修得を促進しました。

また、推進員の各地域での自主衛生管理に関する活動は延べ969件で、それぞれの地域

において自主衛生管理の推進を図りました。

表15 食品衛生推進員活動状況

活動内容 延べ回数

相談助言 292

連絡調整 307

啓発事業 165

情報収集 205

合 計 969

（４）食品衛生指導員の育成指導については、食品衛生協会が主催する研修会に食品衛生監視

員を講師として派遣し、食品衛生指導員の資質の向上を図りました。

３ 消費者等に関する事項

栃木県ホームページ、広報媒体等を活用し、消費者等に対して食品の安全等の情報提供に努め

るとともに、消費者及び農産物生産者等を対象とした食中毒予防や適正な食品表示についての講

習会や県政出前講座等を48回開催しました。

また、「とちぎ食の安全フォーラム」等を５回開催し、消費者、食品等事業者、行政担当者によ

る意見交換を行い、食品の安全性等についての情報の共有に努めました。

表16 平成22年度食品衛生講習会等の実施結果

事 業 開 催 数 参 加 人 数

１ 食品関係営業者等対象

営業者等講習会 117回 6,765人

衛生講習会（大量調理施設） 6回 469人

食品衛生責任者再教育講習会 69回 6,172人

小 計 192回 13,406人

２ 消費者・生産者対象

(1) 消費者等講習会

ア 消費者対象 16回 484人

イ 生産者対象 8回 351人

(2) 消費者等学習支援

ア 消費者対象 15回 904人

イ 生産者対象 7回 403人

(3) 県政出前講座 2回 52人

小 計 48回 2,194人

３ 意見交換会 5回 455人

合 計 245回 16,055人
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